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山梨労働局では、平成３０年１０月１日から雇用保険電子申請事務センターを設置して、電子申請審査業

務を行っているところですが、年々電子申請率が向上し、申請件数が増加している中で、より一層の迅速な

公文書返戻に努めておりますす。

つきましては、センターからの事業主等の皆様への電話による問い合わせを減らし、円滑な審査業務を行

うために、下記の事項について、申請前に十分チェック等をしていただきますようご協力をお願いいたします。

山梨労働局 ハローワーク

１ 取得届関係【⇒裏面参照】
① １２欄 雇用形態欄における留意点

「パートタイム」とは、週３０時間未満の労働時間の被保険者であること など。
② 被保険者番号不明時には、労働者名簿、履歴書等職歴の判る資料を添付するか、または、備考欄
に「把握している職歴を全部」記入していただきたいこと。
前職が派遣労働者の場合は、「派遣元の事業所名」を把握するよう努めていただきたいこと。

③ 外国人関連情報
２１欄 派遣・請負就労区分を記入すること。

④ 事業主（代表者）と同居の親族、兼務役員、昼間学生等特別な加入要件が必要な者は、管轄安定所
が受理した資格要件確認書（同居の親族、役員の場合）又は確認できる資料（昼間学生の場合、卒業
見込証明書）を添付すること。なお、事業主（代表者）と同一姓の者については同居の親族に該当しな
い場合又は１０歳台の若年層のアルバイト就労等の者については昼間学生でない場合は、それぞれ
その旨を備考欄等に記載していただきたいこと。

２ 喪失届関係
① ７欄 「喪失時」の１週間の所定労時間は正確に記入すること。
離職証明書作成時には、３０時間以上又は３０時間未満で、一般の被保険者・短時間の被保険者の

違いが生じて受給時の賃金日額の算定計算に影響する。
② 外国人関連情報
・１７欄 派遣・請負就労区分を記入すること。
・「喪失時」の在留期間を確認して、記入すること（在留期間が取得時点で記入されているのはＮＧ）。

③ 離職証明書を交付する場合は、「離職理由に関する資料」を添付すること。
離職理由に応じて、退職届、契約書、就業規則 など。

④ 離職理由が出向・移籍・転籍等の場合は、備考欄等に「退職金又はこれに準ずる一時金の支払い有
無」を記入していただきたいこと。

３ 継続給付関係(高年齢・育児・介護）
① 事務組合への委託事業所は、事務組合として支給申請は代行できないので、留意すること。
② 高年齢の２回目以降の支給申請時で、賃金台帳、出勤簿等の添付書類がある場合、申請書の備考
欄に「賃金締切日」、「賃金支払日」、「賃金形態」、「賃金単価」、「所定労働日数」、「通勤手当の有無」、
「１日の所定労働時間（時間給の者）」、「休日」、「皆勤手当、精勤手当の支払いルール」、「各種手当単
価」などの情報を記入すること。
③ 初回登録時に、時間給制及び日給制の者については、１週間の所定労働時間を必ず記入すること。

４ その他
① 各届書における「事業主」の住所氏名欄のうち法人の場合は、氏名欄には「法人の名称とその代表
者の役職・氏名」を併記すること。
② 「修正指示」として返戻された届書については、必ず修正指示事項の連絡文が添付されるので、確認
し修正すること。なお、内容に不明な点がある場合はセンターあて連絡をお願いする。また、電話連絡
なしで返戻することもあるのでご承知おきいただきたいこと。
③ 取り下げ申請の場合は、取下げ理由を記入すること。
また、申請後半日程度経過後に取り下げする場合は、できれば電話連絡をいただきたいこと。

④ 各種添付資料に記載されている個人番号（マイナンバー）及び健康保険証の写しに記載されている
記号・番号は、必ずマスキングして提出すること。
⑤ 同一人物について、同時に複数の届出をする場合は、備考欄等に到達番号を記載のうえ、その関連
性等を記載していただきたいこと。



9欄には、次の区分に従い、該当するものの番号を記載すること。

12欄には、該当するものの番号を記載すること。届出に係る派遣労働者（いわゆる登録型の派遣労働者であり、船員を除く。）に該当する場合には、、、、、、、

「２」（派遣労働者）、短時間労働者（週所定労働時間が30時間未満の者（派遣労働者、船員に該当する者を除く。））に該当する場合には、「３」（パートタ

イム、有期契約労働者（派遣労働者、パートタイム、船員に該当する者を除く。）に該当する場合には、「４」（有期契約労働者）と記載すること。。。。。。。。。。。。

また、派遣・請負労働者と

して主として8欄以外の事業所で就労する者については21欄に１を記載し、該当しない場合は２を記載すること。


